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２Ⅳ労働時間をめぐる問題
労働時間は労働者にとって賃金とならんで最も基本的でかつ重要な労働条
件である。の承ならず労働時間は労働者とその家族の生活および企業経営ひ
いては社会全体にかかる重要問題である。しかし，また労働時間は，労働と
余暇にまたがる問題を包含することは否定できず，さらに労働そのものの本
（１）
質1こ深くかかわる問題でもあるということができる。
わが国における労働時間の法的規制すなわち労働時間法制化が設定された
のは，明治44年に制定された工場法がその最初である。ただしかし，工場法
の施行は大幅におくれ，大正５年にはじめて施行されたのであったが，施行
後は全く法律的改善がなされなかったの承か第一次世界大戦による景気のた
め，労働時間の規制は有名無実化され，労働基準法の制定をふるまで放置状
（２）
態のまま，いわゆる長時間労|動帝Iが採られていた。
労働基準法の制定によって，ようやくわが国の労働時間法制は近代化され，
１日８時間，週48時間制を確立するに至ったのであったが，しかし，いわゆ
る法定８時間労働制の原則は労基法制定時における国際的水準たる労働時間
に合せたものであったにすぎない，と一般的仁解されているのは周知のとお
りである。しかも労基法は，第４章において「労働時間，休憩，休日及び年
次有給休暇」の諸制度についての規定を設け，いわゆる法定８時間労働制の
原則を企業の全規模，全業種に共通する規定として設ける一方，この原則に
対し若干の例外規定をも設けている。これらの諸規定をめぐる法解釈が必ず
しも帰一するところがなく，また，実定法の運用上の面からも今日必ずしも
妥当するとはいいがたい現実との乖離が承られるのは周知の事実といわなけ
ればならない。こうしたことは，とりも直さず立法上の不備といってよいだ
ろう。
労働時間をめぐってはさまざまな問題が論議されていることは周知の如く
である。すなわち，労働時間の法概念をめぐる問題（この問題は，労働契約
論と深く関連する問題であるが，ここでは紙幅の関係上割愛する)，労働時
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間の短縮問題，変形労働時間に関する問題，さらに年間の総労働時間との関
連性のあるいわゆる年休問題などなどはいずれも労働時間と密接な関連性を
有する問題といえよう。以下，労働時間の短縮問題から検討する。
（１）労働の本質は，労働者の人格と切り離すことのできない特性をもっている。つ
まり，労働の本質は，労働者の人格と一体不可分であることを意味する。換言す
れば，「労働の人格性」こそが労I動の本質であると解される。
（２）工場法第３条第１項「工業主ハ15歳未満ノ者及女子ヲシテ１日二付12時間ヲ超
エテ就業セシムルコトヲ得ス」と規定し，わが国における労働時間の規制が設け
られた。また，同条第２項では，就業時間の延長を認める規定を設けた。すなわ
ち，「主務大臣'､業務ノ種類ニ依り本法施行後15年間ヲ限り前項ノ就業時間ヲ２
時間以内延長スルコトヲ得」と。工場法制定以前のわが国における労働時間は，
実に長時間労働そのものであったことは容易に理解されるところである。すなわ
ち，「12時間ノ労働ヲ為サシムルハ普通ニシテ，工場ノ種類ニ依り１５時間以上ノ
労働ヲ為サシムル所紗カラス。其ノ甚シキニ至リテハ１日17時間以上（朝５時ヨ
リ夜10時マテ）ノ労働ヲ為サシムルモノアリ。」と。……(岡実著，改訂増補「工
場法論」413頁参照)。労働者がいかにかこくな労働を長時間させられていたかが
よくわかる。
１労働時間短縮と生活時間導入の必要性
労働基準法改正論上の今日的重要課題の焦点は，いわゆる労働時間法制，
とりわけ労働時間短縮に関する問題であろう。労働時間短縮問題は，周知の
とおり国民所得水準の向上とともに高度産業社会がもたらした主要な成果で
あるから，いわば労働時間短縮問題は国民的重大関心事でもあるといってよ
いだろう。
労働立法史上，労働時間が短縮されたのは1802年にイギリスでなされたの
が初めてである。すなわち，年少徒弟の労働時間を12時間としたのがそれで
ある。欧米諸国は，年少者および女子労働者の労働時間を短縮し保護をはか
（1）
り，さらに労働者一般への保護へとまず時間短縮力:進められてぎﾌﾟこのである。
そうした経緯のなかにあって，労働組合が労働条件改善のスローガンとして
当初より労働時間の短縮を掲げてきたことは周知の如くである。
ところで，近時の円高不況を反映して雇用,情勢を深刻化させている。こう
４した`情勢|ま，わが国の糸ならず資本主義諸国に共通する問題となっているの
は周知の事実である。とりわけ円高不況の要因にわが国の労働者が長時間労
（２）
(動制Iこ甘んじているからであると，国際的非難の的とされている。わが国の
労働組合中央組織は労働時間短縮によって雇用拡大を運動方針として取り上
（３）（４）
げてきた。一方，また，労働白書において，また中央労働基準審議会によっ
てもすでに労働時間の短縮が重要であることを指摘してきているところであ
る。
労働基準法施行後やがて40年目を迎えようとする今日労働時間の短縮問
題を立法的措置によって解決することは不可避であるといっても過言ではあ
るまい。そもそも「労働時間の短縮は，労働力価格仁の承関する問題ではな
く，余暇一休日・休暇一と結びついて労働者の市民生活の安定と休息と
豊かさの問題であり，高度な技術社会・'情報社会における全体制的安定と生
（５）
産性の要請(こかかる問題でもある」から，「人間の尊厳性」の理念に一致する
必要性から労働時間の短縮を実現させるべきであろう。「人間の尊厳性」は，
「人間の自由な活動範囲を通して，その人格の自由なる発展の中においては
じめて維持高揚せられうるべきものである」から，労働時間の短縮は，労働
者をして，「文化的な生活時間」に組糸入れられることになるものであると
いえよう。
(1)時間短縮の歴史は，労働組合の運動の歴史でもある，といってよいだろう。例
えば，諸外国における初期の時間短縮の要求は，労働組合の側から提起されたも
のであった。簡単に時間短縮の経緯についてふれておこう。
1800年代……近代産業の発展が最も早かったイギリスで早くも時間短縮の要求が
なされた。
1802年イギリス，年少徒弟の健康並びに道徳法により，年少者の労働時間が
１２時間に短縮された。
1830年イギリス，１０時間労働・週休制の要求が出される。
1833年イギリス，工場法の改正および工場監督制度が導入され，繊維産業の
女子・年少者の労働時間１日12時間に制限される。
1837年イギリス，男子労働者の１日10時間労働の要求がだされる。
1848年イギリス，１２時間法の実施される。
労働基準法の立法論的検討(2)（矢邊）５
1848年フランス，１２時間法の実施される。
1855年オーストリア，８時間労働連盟が結成される。
1867年イギリス，工場法によって，全工業部門の女子・年少者に10時間労働
が実施される。
1868年マルクス８時間標準労働を提案，決議される。－国際労働大会（第１
回インター）－
1875年オーストラリア，およびニュージーランド，婦人・年少者の労働時間
を最高８時間と定める。
1900年代..…･ロシア革命，第一次世界大戦，世界恐慌，第二次世界大戦と激動する
中で，８時間労働制が確立する。
1903年日本，農商務省，職工事情の調査報告書をまとめる。
1911年日本，工場法成立。
1916年日本，工場法施行。
1917年ロシア，ロシア革命で８時間労働制が成立する。
1918年ベルサイユ条約427条で，１日８時間，１週48時間の原則が初めて正
式に国際的に樹立される。
ドイツ，ポーランド，チェコスロバキア，ルクセンブルグ，オースト
リアなどの諸国が８時間労働制を成立させる。
1919年第１回ＩＬＯ総会で，１日８時間，週48時間労働制を決議。
……日本反対……
デンマーク，スペイン，フランス，ポルトガル，スイス，ノルウェー，
スウェーデン，オランダの諸国が８時間労働制を成立させる。
1919年日本，川崎造船争議で８時間制実施される。
1921年ベルギー，８時間労働制を成立させる。
同年日本，日本最初のメーデーにおいて８時間労働制を要求。
1923年イタリア，８時間労働制を成立させる。
1928年コミンテル第６回大会で７時間労働，週５日労働制を呼びかける。ソ
連７時間労働制に移行する。
1929年日本，工場法改正，深夜業禁止。
1932年アメリカ，産業復興法により，週40時間労働を定める。……しかし，
間もなく廃止する……
1935年ＩＬＯ「週40時間短縮条約」の採択。ニユージランド批准。
1936年フランス，年次有給休暇法（最低２週間の年次有給体)，週40時間労
働法を制定。
1938年アメリカ，公正労働基準法で週40時間実施。
1947年日本，労働基準法制定，８時間労働，週48時間制の法制化なる。
６1955年トリノ会議，西欧諸国労働者週40時間を審議。
1956年総評，週40時間制全労週42時間制を要求。
1957年世界労連第４回大会で共通目標として週40時間，５日制を決議。
1962年ＩＬＯ（162号）「労働時間の短縮に関する勧告」を採択。……日本を
対象に週40時間を勧告。
1970年ＩＬＯ（132号）「年次有給休暇に関する条約」を採択。…日本反対…
1972年ＩＬＯ（136号）「有給教育休暇に関する条約」を採択。
1972年日本，銀行の一部，週休２日制を実施。
1976年日本，労働白書で労働時間短縮の重要性を指摘。
1977年日本，中央労働基準審議会は，時間短縮を建議。
1978年西ドイツ，労働総同盟，残業廃止，週35時間制，８週間の年次有給休
暇，有給教育訓練休暇の要求。
イギリス，労働組合会議が８時間週４日制の実現を要求。
フランス，労働総同盟35時間制の要求。
ベルギー，週４日労働，３２時間制の実現をめざす。
(2)わが国における近時の雇用関係の実態は，雇用の縮少，および人員削減によっ
て生ずる残業の増加が労働時間を好むと好ざるとにかかわらず，増大させている
傾向がみられる。こうしたいわば長時間労働が日本の労働者の働きすぎるという
実態が国際的非難としての円高不況を招く要因となっていることは否めないとこ
ろであろう。西ドイツでは完全週休２日制を実施しており，週36時間労働が行な
われている。
(3)昭和51年度労働白書は，「勤労者福祉の観点からの承ならず，雇用機会の確保
という面からも労働時間短縮が重要である」と指摘している
(4)中央労働基準審議会は，昭和52年11月29日「労働時間対策の進め方について」
という建議を労働大臣に行なっている。要するに，諸外国からの「働きすぎ」と
いう批判への配慮，雇用の適正化などの必要性から，「労働時間短縮」を行政指
導すべしとしている。
(5)沼田稲次郎「国際労働｣慣行と日本の労働時間」時間管理の法律問題81頁参照。
２ＩＬＯ条約・勧告の内容と労基法上の労働時間の格差
労基法は，最低基準としての労働条件について規定することによって労働
者の保護をはかっている。法定８時間労働制も最低労働条件であり例外をな
すものではない。しかしながら，８時間労働制は，労基法制定当時の国際的
水準にあった労働時間を労基法が規定したもので，当時におけるわが国とし
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ての労働時間法制上，きわめて画期的なことであったといえよう。しかし，
ＩＬＯ条約は，すでに１週40時間に短縮することに関する条約（47号）を
1935年に採択している。労基法は１日８時間，１週48時間を規定しており制
定時，すでにＩＬＯの水準を下回っていたということになる。
さらに，労基法制定後におけるＩＬＯ条約および勧告は，労働時間に関す
る水準をすでに引き上げて今日に及んでいる。一方，労基法は労働時間等に
関する規定は全く旧態依然であり，行政指導によって僅かに時間短縮の方向
が見られているにすぎないのが現況である。すでに指摘した如く，働きすぎ
とかエコノミックアニマルと外国からの批判を余儀なくされているのも至極
当然であろう。経済大国として，また国際社会の￣員としては実におそまつ
すぎるといわざるをえないだろう。
①労働時間の長さにおいて，ＩＬＯは週40時間，労基法は48時間，従前の
１日分の労働時間の差がある。②労働時間の振替についてふると，ＩＬＯは
工業について１週の枠（但し，交替制については３週以下とする）を設け，
さらに，商業については該期間に包含される全数週とするのに対し，労基法
は４週を平均としている。また，振替時間の長さについて，ＩＬＯは工業が
１時間，商業については２時間であるのに対し，労基法は無制限と格差が大
きすぎる。③長時間労働制の例として，病院,旅館（ホテル）などでは,Ｉ
ＬＯは継続的作業についてはきわめて厳格な要件を規定するが，労基法は週
54時間ないし60時間である。④労働時間．休憩．休日の規定の適用が除外さ
れる範囲を比較してふると，断続的労働で許可を得た者についてはＩＬＯが
制限を緩和し適用除外をしていないが労基法は除外する。また,農林．水産
事業についてＩＬＯは特別規制する方向にあるが，労基法は文句なく除外し
ている。管理者については労基法が除外するがＩＬＯは適用を認める。⑤時
間外労働に関して，ＩＬＯの基準は週40時間を超える場合であるが，労基法
は週48時間を超える場合であり，また，その要件がＩＬＯはきわめて厳格で
あるが労基法は実にルーズであり，さらに増加時間の点では制限を設けてい
るのがＩＬＯで，労基法は制限規定を設けていない。⑥年次有給休暇に関し
８ての比較においては,ILOは１８日であるのに対し労基法は÷の僅か6日で
あり，しかも，労基法では細切れ年休取得が許容されているのに対し，ＩＬ
Ｏは12日は細切れ取得が禁じられている。連続休暇の重視がうかがわれるゆ
えんである。
以上のようにＩＬＯと労基法とでは労働時間について余りにも格差があり
すぎるのが実態のようである。立法改正の必要`性を改めて論ずることもなか
ろう。ちな糸に，わが国に対しＩＬＯは１週40時間とすべき勧告をしている
が，実現されていないのふか，条約の大部分についても未だ批准していない
のが現況である。
３出張・外勤者の労働時間
労基法は，使用者に始業・終業時刻などを明記した就業規則の作成を義務
づけている（89条)。ただし，始業時刻および終業時刻を何時何分と就業規
則に規定をするかは，法定８時間労働の範囲内であればよく，いわゆる使用
者の裁量に委ねられているといってよい。
ところで，労働時間の範囲が最近問題とされ論議が行なわれているのは周
（１）
知のとおりである。この問題Iま事業場内労働についで生じたのであるがここ
では割愛する。事業場外労働の場合，労働時間はどう計算されるべきかは，
必ずしも事業場内労働の場合と同視はできない特'性がある。たしかに出張労
働とか外勤労働者例えば，保険会社の外務員，販売会社のセールスマン，取
材記者など）の労働時間は算定が困難であるというのが実態である。出張労
働・外勤労働における労働時間に関する規定は，労基法それ自体には，何ら，
設けられておらず，労基法上の特例を定める労基法施行規則において，「労
働者が出張，記事の取材その他事業場外で労働時間の全部又は一部を労働す
る場合で，労働時間を算定し難い場合には，通常の労働時間労働したものと
糸なす。但し，使用者が予め別段の指示をした場合は，この限りでない」と
（２）
規定している（同規則２２条)。この規定(よ，いわゆる「承なし規定」と解さ
れかつ，運用されてきたのであるが，労働時間の起算点および終了点が明確
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`性を欠くことは否めないところである。外勤労働や出張労働が今後増加する
ことは明白であると思われる。今日の産業構造からしてセールスマンは増加
するであろうし，企業の海外進出に伴う出張などの場合，いずれも今後の重
要課題として検討を要するが，立法論的には，労基法の条文に労,働時間の概
念規定を設けるとともに，使用者の指揮命令に服した時点およびその終了時
点を明確化する立法措置をすることが必要であると解する。
(1)石川島播磨重工東京第二工場事件に承られる問題がそれである。詳細について
は，労働判例826号蓼沼教授の論文を参照せられたい。
(2)安西愈・「外勤・出張労働の労働時間」季刊労働法108号37頁以下，およびジュ
リスト842号120頁以下を参照せられたい。
４変形労働時間制
変形労働時間制は，法定８時間労働制（１日８時間労働，１週48時間労働）
の例外として労基法は32条２項において「使用者は，就業規則その他により，
４週間を平均し１週間の労働時間が48時間を超えない定めをした場合には，
……特定の日において８時間又は特定の週において48時間を超えて，労働さ
せることができる」旨を定めている。すでに２項においてＩＬＯ条約・勧告
の内容と労基法上の労働時間の格差の問題点について述べたごとく，労基法
がいかに低水準にあるかがよくわかる，と同時に32条２項の下では，甚だし
い労働時間の配分のアンバランスが生じうることが可能である。例えば，今
日は11時間の労働をし，翌日は５時間労働とするが如し。人間の尊厳'性の理
念からすれば，改正されるべきであるといわなければならないであろう。と
りわけ業種や勤務形態によっては変形労働時間制の存続は止むをえないとし
ても，それは最小限度で許容することが必要であると思われる。
５休憩時間
休憩時間について，労基法は実働労働時間が６時間以内の場合は，使用者
は労働者に休憩時間を与えなくてもよいことになっている（同法34条)。し
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かし，現代社会における技術革新の進行はめざましいことを考慮すれば労|動
の密度の長短があるにせよ，現行規定のままでよいのかは，疑問である。短
時間労働者で６時間以内，例えば５時間のパートの場合は休憩なしに労働す
ることがはたして可能といいうるだろうか。すなわち，情報処理システムの
高度化に伴ういわゆるＶＤＴ労働は，眼精疲労をはじめとする肉体的精神的
両面にわたっての健康障害が生じうることは否定できないであろう。かかる
意味から休憩時間の重要な意義が再確認すべきではないかと考える。労働時
間短縮とは別次元として把握することが必要と思われる。
６深夜労働・交替制労働
深夜労働は疲労度が高いことはいうまでもない。理想論からすれば深夜労
働は自然の摂理に反し非人間的労働であるといってよいであろう。したがっ
て，原則的には禁示することが望ましい。しかし，現代社会生活にあっては，
複雑多様化に伴うサービス業務，あるいは，技術革新によって生産技術上連
続操業の欠かせない部門が多くなることは否めない。したがって深夜労働の
増加傾向は全くこれを否定できない。同時にまた，公共性のきわめて高い部
門の業種でかつ，国民生活と密接不可分である交通，通信，電気，ガス，水
道，病院（医療関係）などの業務は常に24時間体制が国民生活を維持するう
えで必要不可欠であるから，それに従事する者の深夜労働は容認せざるをえ
ない。
しかし，深夜労働の時間帯を考慮し時間外への労働は厳禁し，労働時間も
現行の法定労働時間より短縮することが必要不可欠の要件とするのが望しい
と思う。
次に交替労働は従来から法的規制がルーズであり，公共性あるいは生産技
術上の必要性からばかりでなくサービス業務の多様化によって広くとり入れ
ている。交替制労働の範祷には当然のことながら深夜労働も含まれてくる場
合とそうでない場合とがあるが，いずれの場合でも早朝とか夜間の時間帯と
なる限り，いわば「不便な時間」にあたる。したがって交替制労働を抑制す
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ることが望しいといえよう。交替制労働は，不便な時間であるばかりでなく，
日常生活上の不規則を伴うことは明らかである。したがって割増賃金による
補償などを考慮する必要性があろう。
７体日
休日の制度は，労働者が一定の継続的労働によって蓄積された精神的・肉
体的疲労の回復をはかるためのものではなく，余暇を確保することによって
人間の尊厳に値する社会生活および家庭生活を営むために憲法上保障された
休息制度である。
労基法は，４週間を通じて４日以上の休日を与えればよい旨の規定（35条
２項）を設け，いわゆる変形休日制を認めているが，しかし，休息制度本来
の趣旨にそった制度として，基本的には週休２日制度を確立すべきではない
かと思われる。ちな承に欧米諸国においては今日，すでに完全週休２日制が
ほとんど普及されており，わが国における休日制度のあり方の立ちおくれは
顕著であり，経済大国としての休日制度確立は急務と思われる。
８年次有給休暇
年次有給休暇の制度は，休日制度同様に憲法上保障された休息制度の－態
様をなす制度であり，年次有給休暇請求権は労基法によって具体化された労
働者の休息権である。
すでに，２において述べたように労基法上年休制度の内容は，ＩＬＯの年
次有給休暇に関する条約（132号，1970年）の内容との格差が著しく，例え
ば，ＩＬＯ条約によれば，年休は最低３労働週を認めており，そのうちの２
労働週は分割付与が禁止されている。さらに，公の休日・'慣習による休日又
は疾病・傷害等によって労働不能となった期間は年休に算入されない。また，
年休取得資格期間については６ケ月を超えないこととしている。これに対し，
労基法では，先ず，年休取得要件を１年間の継続勤務８割出勤としている。
また，年休日数については１年後，最低６日を基準とし，次年度より１日を
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加算するいわゆるスライド方式を採っている。
ところで，従前からわが国では，欧米諸国に較べ余暇利用のおくれが指摘
されているものの，実態は利用するのが困難な制度自体に問題があろう。し
たがって，ＩＬＯの水準まで引き上げる制度確立が必要と思われる。
９病気休暇・有給教育休暇
病気による休暇を有給とする制度は，わが国では確立されておらず，した
がって，わが国の労働者は，止むをえず，万一の病気や事故に備えて年休を
残しておくというのが実態のようである。それ故，年休が消化されない大き
な原因ともなっているのである。ＩＬＯ条約（132号）は，「疾病，傷害，出
産等の当該被用者にとってやむを得ない理由による欠勤は，各国の権限のあ
る機関により又は適当な機関を通じて決定される条件の下で，勤務期間の一
部として数えられる」としており，わが国にふられる年休利用を病気や事故
のためにすることは間違いといわなければならない。
したがって，年休制度とは別個独立の制度として立法化する必要がある。
その手続等については検討を要する問題ではあるが，しかし，制度化するこ
とは，人間の尊厳性の理念にかなうということができよう。
次に，有給教育休暇に関する問題であるが，すでにＩＬＯは1974年，有給
教育休暇に関する条約（140号）および有給教育休暇に関する勧告（148号）
を行なっており，労働者のために，あらゆる段階での訓練や一般教育，社会
教育，市民教育また，労働組合教育について，有給とする教育休暇を定めて
いる。これらの教育を享受する権利は，否定できない。したがって立法化す
る必要|生があるといわなければならない。
これら両制度について，欧米諸国では確立されていることは周知のとおり
である。
Ｖ不安定雇用関係をめぐる問題
高度成長経済時における企業間の競争が激化するなかで，各企業は，いわ
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ゆる経営戦略方式の一環として生産部門と販売部門を分離独立させるなどの
多角経営をうぷ，産業構造の著しい変化をもたらした。それに伴い雇用形態
は複雑多様化しさらに近時における技術革新のめざましい進歩発展を反映
して職業構造の変化をも招来するに至った。
すなわち，パートタイマー，アルバイト，臨時工，および派遣労働者など
の職業化現象がそれである。このうち，特に問題となっているのは，パート
タイマーと派遣労働者をめぐる法律問題であるのは周知のとおりである。派
遣労働者をめぐる法律問題は立法化することはほぼ間違いなく，すでに昭和
59年11月17日，中央職業安定審議会労働者派遣事業等小委員会は「労働者派
遣事業問題についての立法化の構想」を発表している（ジュリスト831号４４
頁以下を参照されたい)。
１不安定雇用労働者
パートタイマー，アルバイト，臨時工および派遣労働者らは，常時雇用さ
れるという法的保障が必ずしも存するわけではない。むしろ，景気変動によ
る流動的要素が雇用の増減に直接反映する特殊性を有するといってよいだろ
う。したがって，雇用関係が常に不安定な状態におかれながら働かざるをえ
ない労働者を総称して，いわゆる不安定雇用労働者と呼ぶことができる。
パートタイマーやアルバイト労働者の数は近年増加傾向が承られるのは周
知の事実である。また，派遣労働者も同様である。労基法制定当時はこうし
た労働者を全く想定しないで立法化された。否，むしろ想定のできるはずが
なかったといった方が適切であろう。しかし，高度成長経済のいわば落し児
である不安定雇用労働者は，労基法の保護を受けつつ今日に至っているので
ある。
２パートタイマー労働
パートタイム労働者の増加傾向は，わが国にふられる特有の現象ではなく，
近年における国際的な趨勢であることは周知のとおりである。わが国におけ
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ろパートタイマーの実態は，総理府の「労働力調査」によって明らかにされ
ているごとく，昭和58年現在，433万人となっている。これは，昭和35年の
3.3倍，であり，雇用者全体に占める割合は，昭和35年の6.3％から10.5％へ
上昇している。なかでも増加の著しいのが女子の短時間雇用者の増加である。
すなわち，総理府の「労働力調査」（昭和49年～昭和58年の10年間）によ
ると，非農林業を除いた女子短時間雇用者の産業別における増加は，昭和４９
年を基準として第１位卸・小売業２．１倍（49年の51万人に対し58年109万人)，
第２位サービス業1.8倍（49年の47万人に対し58年85万人）第３位製造業1.2
倍（49年の56万人に対し58年68万人）となっている。
以上の結果からすれば，パートタイマーに関する問題は，まさに女子労働
に関する問題であるといってよいであろう。周知のように労基法はパートタ
イマー労働を対象外として制定された事`情から，今日パートタイマー労働を
めぐって提起されるさまざまな問題に関し現行労基法の適用解釈が必ずし
も適切妥当であるとはいいがたく，立法上の問題として労基法改正の要請を
必要が説かれているのは周知のとおりである。特に，パートタイム労働者を
めぐる労使関係のトラブルの主要な原因は，通常の労働者（フルタイマー）
の労働条件等とは別に取り扱われていることが多いのが実態であり，かつ，
パートタイマーに適用される就業規則の整備も立ちおくれていることなどを
考え合せると，労使関係の安定性を確保する上においても法改正による必要
性はいうまでもないところといえよう。
法改正上の問題としては，パートタイム労働者の定義を明確にすることは
必要不可欠であることはいうまでもない。労基法の最大の欠陥は，概念規定
が欠けている点にあるということができる。例えば，労働契約をはじめ労働
時間，賃金，年次有給休暇等についての概念規定が設けられていないがため，
解釈をめぐって無用の困難を招来していると解せられる。したがって，パー
トタイム労働者の定義の承ならず，総合的に検討し，鑿序することが重要で
あると思われる。
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３派遣労働者をめぐる問題
わが国の社会構造は，高度経済成長以来，特に，社会経済の変化は著しく，
それに伴なう産業構造の複雑化，さらに雇用形態の多様化現象は周知のごと
くである。とりわけ，産業構造のいわゆる第三次産業化によるサービス経済
化が進展するなかで，従来の雇用形態（例えば，出向など）とは全く異なっ
た雇用実態の出現を承るに至った。
すなわち，特定の業務について，企業自体が労働者を雇用するのではなく，
他人が雇用する労働者の派遣を受けて業務を処理するというのがそれである。
かかる傾向が増加し，制度化する要請は高く，独立立法化が進められてきた
（１）
ことIま周知のとおりである。なお，「労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」（いわゆる労働者派遣法は，
従来の人材派遣事業が労働者供給事業にあたるとして職業安全法44条により
禁止されているところであり，従来から論議の存するところであった。しか
し現実には請負の形態のもとで事業が営まれてきたが，社会のニーズの高
まりによって立法化がなされてきた。
いわゆる労働者派遣法は，早期実現に向け通常国会の審議を経て成立する
可能性がきわめて高く，施行実施も今年度中の見通しである。
（１）「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関
する法律（仮称）案要綱」については，ジュリスト831号50頁参照せられたい。
尚「労働者派遣事業法制化の検討」に関する諸論文について，前掲ジュリスト
831号を参照せられたい。
Ⅵ解雇制限をめぐる問題
解雇（通常解雇，懲戒解雇）は労働者にとってまさに死活の問題に直面す
るだけに，現代労働法学上においては重要な課題の一つであるといえよう。
とりわけ，人員整理，なかんずく大量解雇については問題とされるところで
ある。労基法は，解雇制限について，「労働者が業務上負傷し，又は疾病に
かかり療養のために休業する期間及びその後30日間並びに産前産後の女子が
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第65条の規定によって休業する期間及びその後30日間は，解雇してはならな
い｡……」（同法19条）旨の規定を設けるとともに，また，即時解雇を禁止す
る規定（同法20条）を設け，労働者保護をはかっているが，しかし，大量解
雇（人員整理）については，全くその規定を欠いている。したがって，労働
者の解雇からの保護が現行労基法では必ずしも十分とはいえないであろう。
１解雇制限（保護）立法の国際的傾向
解雇制限に関する立法規定が，現行労基法上，必ずしも十分でないことは，
すでに明らかにしたところである。特に人員整理としての大量解雇について
は，労基法は全く制限規定を欠くが，近時における解雇保護立法は，きびし
い制限を設けていくのが国際的傾向として注目に値するところである。
ところで，周知のように戦後数次にわたる不況に際し，労働組合や革新政
党の側から解雇制限の法的規制の動きが示されたことがあったが，しかし
昭和48年末からのいわゆる第１次オイルショック以来，その法的規制の動き
は全く見られないのが現状である。しかし，法的規制の必要を減少させるも
（１）
のと'まいえないであろう。
（１）横井芳弘「たぜ“労基法見直し，’なのか」季刊労働法130号12頁。
２解雇制限立法の必要`性
解雇は，労働契約関係を終了させる事由の一つであり，労働協約や就業規
則等においていわゆる解雇条項を設けているのが一般的である。
労基法は，労働条件の最低基準を法定し，使用者をして労基法を遵守する
義務を課し，もって労働者の保護をはかることを目的とするものである。そ
れと同時に，労基法はいわゆる経営組織法たる`性格を合せ有するものである。
ところで，解雇制限（保護）がいわゆる労働条件の中に含まれるのが果た
して妥当性を有するものかどうかは甚だ疑問である。解雇制限立法は，立法
論的には，むしろ労働契約法の範傭に組永入れられるべきであると考える。
労基法は，労働契約の概念規定を設けておらず，したがって，労働契約の本
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質に関しては，無用の理論的混迷を生じさせていることは周知の事実である。
労基法改正にあたっては，労働関係の基本的権利義務を生じさせる労働契
約法の独立立法を制定することが急務ではないかと思われる。
むすび
労基法制定以来，すでに30数年を経過し，その間において，社会経済事'清
の著しい変化に伴なって労基法は，最賃法，職訓法，労働安全衛生法など独
立立法によって拡充解体過程にあり，さらに男女平等法，労働者派遣法等の
独立立法化が進められてきていることは周知のごとくである。
また，近時においては労働契約法，労働時間法の独立立法化が検討されて
いる。かかる背景には，現実の複雑多様化した労働関係ないし雇用関係の実
態が労基法の諸規定との乖離によるものであることは否めないところである。
労基法の全面的改正が必要ならしめるゆえんもこの点にあるといってよいだ
ろう。
＜追記＞労働法学上の重要な今日的課題である「労基法改正問題」が余
りにも大きな課題であり，公務と在外研究の準備に追われ十分な資料
を検討しないままで終らざるをえなかった事'情もあり，後日稿を改め
特に労働契約法について検討を加えたいと考えている。（1986.2）
